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循環型社会の形成と健全な産業廃棄物処理業の発展に向けて設立20周年を振り返って

　明けましておめでとうございます。旧年中は私ども

財団の事業運営に関しまして、格別のご支援・ご協

力を賜り、厚く御礼申し上げます。財団は、昨年４

月に公益財団法人に移行し、12月に設立20周年

を迎えました。この間の経済社会の変化の激しさとと

もに産廃処理業の変貌にも隔世の感を禁じ得ません。

　当財団の設立当時は、日本経済の発展により産

業廃棄物の排出量が増大し、その種類も多様化す

る一方、最終処分場の残余年数が逼迫、生活環

境の保全と国民経済の健全な発展を図る上で、憂

慮される状況にありました。こうした状況を打開しよう

と平成４年に「特定施設整備法」が制定され、こ

の法律のもとに、経団連をはじめとした産業界、国、

地方自治体の３者が協力、拠出した基金で特定施

設の整備事業に対する債務保証、産業廃棄物処

理の新技術の開発、起業化への助成等を行う法人

としてスタートした次第です。

　その後、全国各地で不法投棄の問題が深刻化

する中、平成９年廃棄物処理法が改正され、平成

10年に、その支障除去等を行う財政的支援や未然

防止対策に取り組む「産業廃棄物適正処理推進セ

ンター」として当財団が指定され、産廃の適正処理

推進事業を行ってきています。さらに、平成15年に

は「産廃特措法」が制定され、豊島や青森・岩手

県境等での産廃の不法投棄等事案の支障除去につ

いても適正処理推進センターとして財政支援を行って

きています。

　また、平成13年に「ＰＣＢ特別措置法」が制定さ

れ、財団がＰＣＢ処理に関する国際セミナー、講演

会の開催、アメリカ・カナダ等への海外調査団派遣

などで知見・ノウハウの蓄積に努めてきたことにより、

現在、日本環境安全事業株式会社のＰＣＢの広域

処理施設に関する技術的な支援業務を行うなど、Ｐ

ＣＢの適正処理の推進のための事業を行っています。

　また、平成16年には、悪貨が良貨を駆逐する産

廃の構造改革を進めるためには産廃処理業の優良

化が必要であるというということで、財団で「産廃処

理業優良化推進事業」を担当することになり、これ

は、平成23年の改正廃棄物処理法で「優良産廃

処理業者認定制度」として法的に明確に位置付けら

れました。さらに、次代の産廃処理業を担う人材を

育てることを目的に平成16年に「産廃経営塾」を開

講し、これまでに９期、322名の卒塾生を送り出して

います。

　このように、財団は、これまでの20年間、ＰＣＢ

等の有害廃棄物処理や不法投棄の支障除去等の

負の遺産解消に取り組むとともに、次代を担う人材

育成のための産廃経営塾、産廃処理施設整備のた

めの債務保証、産廃処理業の優良化や処理業者

公開情報の提供など循環型社会形成に資する諸事

業を行ってきています。

　今後は、有害廃棄物対策の強化、とりわけ膨大

な微量ＰＣＢの処理に欠かせない無害化処理認定

施設の整備促進や水銀等への取り組み、さらには東

日本大震災に伴って発生した放射性物質に汚染され

た廃棄物等への取り組みに対してもこれまでの経験・

技術・ノウハウを活かしたいと考えております。皆様

のご理解とご協力をお願い致します。

　明けましておめでとうございます。

　皆様におかれましては、お健やかに初春をお迎え

のこととお慶び申し上げます。旧年中は、当連合会

の事業運営につきまして、多大なご高配を賜り誠にあ

りがとうございました。

　また、昨年10月東京において、貴センター、（公財）

産業廃棄物処理事業振興財団、並びに当連合会

の３団体主催により第11回「産業廃棄物と環境を考

える全国大会」を開催し、全国各地から多くの関係

者の皆様にご参加をいただきました。誌面をおかりい

たしまして、心よりお礼申し上げます。

　昨年は、未曾有の被害をもたらした東日本大震災

から２年目を迎え、復旧、復興に向けた国の施策や

各地、各方面からの支援が推進された年でございま

した。被災地域及び被災者の方々の一日も早い復

旧・復興をご祈念申し上げますとともに、国を挙げて

の、放射性物質による汚染問題への対処や災害廃

棄物等の円滑な処理が望まれるところでございました。

　当連合会と致しましても、被災地の県協会並びに

全国正会員と連携を図りながら、可能な限りの支援

に努めて参りました。

　また、政治・経済においては、国内外に多くの問

題や変化の起こった年でございました。国内経済は、

依然として低迷を続け、政治面にあっては、年末解

散で政財界が選挙一色となりました。国際情勢にお

いては我が国と隣国との領土問題で摩擦が起き政

治経済面における影響が懸念されました。

　このような情勢にあって、我々産業廃棄物処理業

界は、依然として不況の長期化する中、景気好転

の兆しが見えない、非常に厳しい事業環境が続きま

した。

　さて、今年はまず東日本大震災の災害廃棄物処

理等が迅速に且つ円滑に進展し、被災地の復旧・

復興が大きく進展することを期待します。連合会と致

しましても、正会員協会及び会員企業と連携し、協

力して参りたいと思います。

　また、引き続き経済不況低迷の状況下にあって、

我々は環境ビジネスとして産業廃棄物処理業の方

向を転換すべき時期であり、国の諸施策においても、

優良産廃処理業者認定等、静脈産業の育成が展

開されると受け止めております。安心・安全な適正

処理の確保、循環型社会の構築などへの対応はも

ちろんのこと、それぞれの企業が新たな事業に取り

組むことが肝要であると考えます。産業廃棄物排出

量の減少に加えて処理業態の変化など非常に厳し

い事業環境が続くことが予想される中、企業の健全

化、体質強化や事業の高度化など、将来に向けた

取り組みを進めたいと思います。

　そして、このような時にこそ、将来の企業・事業を

担う人材の確保と育成が重要と考えます。貴センター

の「業の許可申請に関する講習会」につきましては、

引続き実施協力団体として当連合会及び正会員協

会としっかり協力させていただきます。また、今後の

人材育成についても連携を密にして参りたいと思いま

す。

　さらに、電子マニフェストについてもその普及に協

力して参ります。私ども連合会と致しましては、循環

型社会の形成と健全な産業廃棄物処理業の発展に

向け、47正会員協会とともに事業推進に邁進して参

る所存です。

　今後共、貴センターとの協力体制を密にして事業

活動の推進を図って参りたいと存じます。

　本年もよろしくお願い申し上げます。
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